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はじめに 

 

 1986 年 4 月 26 日に発生した旧ソ連チェルノブイリ原子

力発電所事故により地球的規模で放射能汚染が広がって以

来，日本でも輸入食品の放射能汚染が危惧されたことから，

輸入食品中の放射能濃度の暫定限度（134Cs 及び 137Cs 濃度

の合計が 370Bq/kg）が定められ 1,2)，検疫所等で輸入食品

の放射能検査が開始された．こうした状況の中で，衛生研

究所においても，流通食品の放射能汚染の実態把握，評価

及び対策に役立てる目的で，1989年度から輸入食品を中心

に実態調査を開始した 3-6)．その後，東日本大震災（2011

年 3月 11日）により東京電力福島第一原子力発電所で事故

が発生し，原子炉建屋の水素爆発や放射性物質を含んだ汚

染水の海洋への放出等により，多量の放射性物質が環境中

に放出され，輸入食品だけでなく国内産食品の放射能汚染

が危惧されたことから，国内産食品についても調査を拡充

して実施している 7,8)． 

 今回は，近年よく飲用されるようになったミネラルウォ

ーターについて，福島原発事故の影響及び現在の汚染状況

を把握するために行った調査結果を報告する．なお，2012

年 4月 1日に食品の新基準値（飲料水等：10Bq/kg，牛乳及

び乳児用食品：50Bq/kg，一般食品：100Bq/kg（134Cs+137Cs））

が定められ 9)，輸入食品の暫定限度は廃止された． 

 

方 法 

 

１ 試 料 

 2010年度に県内店舗でミネラルウォーターを10検体（10

銘柄）購入した．また，2013年度に県内店舗及びインター

ネットでミネラルウォーターを 22 検体（2010 年度に購入

した 10銘柄を含む 22銘柄）購入した．2010年度及び 2013

年度で合計 32検体（22銘柄）を試料とした． 

２ 測定方法 

 試料の調製及び測定は，文部科学省のマニュアル 10)に準

じて行った．試料はそのまま 2Lマリネリ容器に充填し，Ge

半導体検出器（キャンベラ社）と波高分析器（キャンベラ

社）を用いてγ線スペクトロメトリーを行い核種を同定・

定量した．測定時間は 79200秒（22時間）とした．対象核

種は，食品汚染問題で重要な 134Cs及び 137Csとした．なお，

自然放射性核種ではあるが，内部被ばく線量を推定するう

えで重要な 40Kについても調べた． 

 

結果及び考察 

 

各試料の測定結果を表 1に示す．134Csは，福島原発事故

後に購入した 22 検体を含め，32 検体すべて不検出であっ

た（検出限界値：0.063～0.20Bq/kg）．137Csについても，

福島原発事故後に購入した 22 検体を含め，32 検体すべて

不検出であり（検出限界値：0.060～0.099Bq/kg），今回調

査した範囲では，基準値（10Bq/kg）を超えたものはなく，

福島原発事故の影響もみられなかった．仮にミネラルウォ

ーターの 134Cs 及び 137Cs 濃度を，それぞれ得られた検出限

界値とし，1年間摂取した時の成人における 134Cs及び 137Cs

の預託実効線量を計算すると最大でも約 3.7μSv（134Cs：

2.8μSv，137Cs：0.90μSv）であり（摂取量：2L/日，換算

係数 11)：134Csは 1.9×10-5mSv/Bq，137Csは 1.3×10-5mSv/Bq），

一般公衆の被ばく線量限度 1mSvの 0.5％以下であった．ま

た，40Kについては，40Kは天然のカリウム中に 0.0117％含

まれており 12)，カリウムが存在すれば 40K も必ず含まれて

いるが，今回は特に濃縮等は行わずにそのまま測定したこ

とから，検出限界値は 1.0～1.2Bq/kgであり，32検体すべ

て不検出であった． 

 

まとめ 

 

  県内店舗及びインターネットで購入したミネラルウォー

ター32検体（22銘柄）について放射能調査を行ったところ，
134Cs及び 137Csは福島原発事故後に購入した 22検体を含め

すべて不検出であった．また，40Kについても 32検体すべ

て不検出であった．上記の結果，今回調査した範囲では，

ミネラルウォーターについては福島原発事故の影響はみら

れず，特に問題はないことが推測された．しかし，福島原

発事故による食品の放射能汚染は長期に亘ることが懸念さ

れることから，今後もミネラルウォーターを含め流通食品

の継続的な調査が必要と考えられる． 
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試　料　名 採水地等 134Cs 137Cs 40K
MW－１（2010年度） <0.13 <0.074 <1.2

MW－１（2013年度） <0.063 <0.060 <1.0

MW－２（2010年度） <0.13 <0.081 <1.2

MW－２（2013年度） <0.082 <0.069 <1.1

MW－３（2010年度） <0.14 <0.078 <1.2

MW－３（2013年度） <0.074 <0.068 <1.1

MW－４（2010年度） <0.13 <0.077 <1.1

MW－４（2013年度） <0.077 <0.067 <1.0

MW－５（2010年度） <0.17 <0.097 <1.1

MW－５（2013年度） <0.086 <0.071 <1.1

MW－６（2010年度） <0.14 <0.073 <1.2

MW－６（2013年度） <0.071 <0.064 <1.0

MW－７（2010年度） <0.17 <0.099 <1.2

MW－７（2013年度） <0.072 <0.070 <1.0

MW－８（2010年度） <0.18 <0.093 <1.1

MW－８（2013年度） <0.068 <0.066 <1.1

MW－９（2010年度） <0.19 <0.098 <1.1

MW－９（2013年度） <0.067 <0.067 <1.0

MW－10（2010年度） <0.20 <0.095 <1.1

MW－10（2013年度） <0.064 <0.069 <1.0

MW－11（2013年度） 北海道 <0.075 <0.063 <1.0

MW－12（2013年度） 北海道 <0.066 <0.062 <1.0

MW－13（2013年度） 埼玉県 <0.067 <0.068 <1.1

MW－14（2013年度） 埼玉県 <0.086 <0.072 <1.2

MW－15（2013年度） 山梨県 <0.070 <0.071 <1.0

MW－16（2013年度） 山梨県 <0.069 <0.067 <1.0

MW－17（2013年度） 静岡県 <0.070 <0.066 <1.0

MW－18（2013年度） 富山県 <0.076 <0.072 <1.1

MW－19（2013年度） 鳥取県 <0.083 <0.075 <1.2

MW－20（2013年度） 愛媛県 <0.070 <0.065 <1.0

MW－21（2013年度） 宮崎県 <0.078 <0.076 <1.1

MW－22（2013年度） アメリカ <0.066 <0.070 <1.0

  注：値は試料採取日に減衰補正した．

表１　ミネラルウォーター中の
134

Cs，
137

Cs及び
40

K濃度（Bq/kg）

高知県

大分県

鹿児島県

新潟県

山梨県

静岡県

兵庫県

フランス

フランス

フランス
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